
１　総括

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）

 (2) 職員給与費の状況（普通会計決算）

（注）１　職員手当には退職手当を含みません。
      ２　職員数は、平成１８年４月１日現在の人数を掲載しております。

(3) 特記事項 なし

(4) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

    （注）１  ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の
　　　　　　給与水準を示す指数のことをいいます。
　　　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を
　　　　　　単純平均したものです。

　　　　　　　Ｂ／Ａ　　　計　　　Ｂ期末・勤勉手当
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２　職員の平均給与月額、初任給等の状況
 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（１８年４月１日現在）

　　　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

　　　　②技能労務職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

　　　　③税務職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

　　　　④薬剤師・医療技術職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

平均給料月額

40.4

平均給与月額
（国ベース）

396,285

北海道

347,206

362,458

351,291

315,781

国

類似団体

400,911

平 均年齢

46.6

平均給与月額
（国ベース）

352,116362,053

平均給与月額
（国ベース）

平均給与月額

芦別市

北海道

平均給料月額 平均給与月額

366,291

317,50040.7

－　　　

芦別市

民間事業者平均

類似団体

国

うち学校給食員

うち自動車運転手

うち用務員

芦別市

北海道

392,000

国

平均年齢

平　均　年　齢

類似団体

平均年齢 平均給料月額

309,600芦別市

北海道

　　　　　　区　　分 平均給料月額 平均給与月額

350,328

区 分

区 分

区 分

321,10046.7
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302,500
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362,874
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315,781

平均給与月額
（国ベース）
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44.1

国
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　　　　⑤看護・保健師職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

　　　　⑥福祉職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

　　　　⑦消防職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

（注）１　「平均給料月額」とは、平成１８年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の
 　　　　 平均のことをいいます。                                                     
      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時
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北海道

北海道

国

国

芦別市

国

芦別市 37.5

芦別市

区 分
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間外勤務手当などすべての額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明ら
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類似団体

平均給料月額

平均給与月額

351,303
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（国ベース）

314,733

平均給与月額

平均給与月額
（国ベース）

平均給与月額

320,208

かにされているものであります。
　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、
特殊勤務手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再
計算したものであります。

類似団体

336,000
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平均給料月額

類似団体
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(2) 職員の初任給の状況（１８年４月１日現在）

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 － －

円 円 － －

円 円 － －

円 円 － －

円 円 － －

円 円 － －

円 円 － －

円 円 － －

円 円 － －

円 円 － －

円 円 － －

円 円 円 円

(3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（１８年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円
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大　学　卒
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134,636
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165,579 184,494
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３　一般行政職の級別職員数等の状況
　 (1) 一般行政職の級別職員数の状況（１８年４月１日現在）

（注）１　芦別市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数を掲載しています。
      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務のことをいいます。

  

　　　　　　　　％

職員数

0.0

　　　　　　　　％

28.6

19.4

９　　級

　　　　　　　　人

部長、総合施設長、病院事務長、消防
長、教育部長、議会事務局長

　　　　　　　　人

７　　級

福祉事務所長、消防本部次長、消防
署長、課長、病院事務次長、事務局
長、議会事務局次長、室長、事務長、
館長

　　　　　　　　人

　　　　　　　　人

５　　級

18

　　　　　　　　人

0

係長、園長、主査、主任技師、主任、
労務主任、技能主任

６　　級

８　　級

１　　級

区　　分

２　　級

４　　級

３　　級
　　　　　　　　人

主事補、技師補、介護福祉士、業務主
事補、技能技師補、看護助手、消防
士、各行政委員会の書記補

消防士長、主事、技師、介護福祉士、
社会福祉士、業務主事、技能技師、消
防副士長、各行政委員会の書記

　　　　　　　　％

主事、技師、介護福祉士、社会福祉
士、業務主事、技能技師、消防士、消
防副士長、各行政委員会の書記、消
防士長

　　　　　　　　人

40

　　　　　　　　人係長、園長、主査、主任技師、主任、
労務主任、技能主任 59

9

53

　　　　　　　　％

4.4

　　　　　　　　％

16

　　　　　　　　％

25.7

　　　　　　　　％

　　　　　　　　％

8.7

3

　　　　　　　　人

8 3.9

　　　　　　　　％

1.5

主幹の職務、係長、園長、主査、主任
技師、主任、労務主任、技能主任

標準的な職務内容

課長、病院事務次長、事務局長、議会
事務局次長、室長、所長、館長、主幹

構成比

7.8

１級 5.6%１級 0.5%
１級 0.0%

２級 8.7%
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５級 9.6%

５級 11.1%
５級 7.8%

６級 13.5%
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６級 25.7%

７級 4.8%７級 0.5%７級 1.5%

８級 7.4%８級 9.1%８級 8.7%
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(2) 昇給期間短縮の状況
　

４　職員の手当の状況

 (1) 期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（１７年度支給割合） （１７年度支給割合） （１７年度支給割合）

期末手当　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　勤勉手当

月分 月分 月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分 月分 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

・役職加算　3～5％

（注）　上段(  )内は、管理職手当の支給を受ける職員に係る支給割合であす。

(2) 退職手当（１８年４月１日現在）

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（2％～20％加算） （2％～20％加算）

１人当たり平均支給額　　 千円 千円

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、17年度に退職した職員に支給された平均

　　　額を掲載しています。

－

普通昇給機関（１２～２４月）を

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｂ

短縮して昇給した職員数

　　　　　　　　　人

職 員 数

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ａ 333

国

職 員 数

１８年度

１７年度

（支給率）　　　　　　　　　　自己都合　      勧奨・定年

14.5%

全　職　種

　　　　　　　　　人

45

310

　　　　　　　　　人

2.5

(2.9)

42.12

国

１人当たり平均支給額（１７年度）

59.28

52

　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｂ／Ａ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｂ

1,414

１人当たり平均支給額（１７年度）

　　　　　比　　　　　　　　　　　率

　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｂ／Ａ

(1.45)

普通昇給機関（１２～２４月）を 　　　　　　　　　人

区　　　　　　　　　　　　分

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ａ

15.6%

59.28

芦　　　　　　　　　　　別　　　　　　　　　　　市

北海道

1.85

（支給率）　　　　　　　　　　自己都合　　　勧奨・定年

　　　　　　　　　　別　　　　　　　　　　　

短縮して昇給した職員数

33.75

21.00

1,273

　　　　　比　　　　　　　　　　　率

59.28

47.50

23,734

27.30

職制上の段階、職務の級等に
よる加算措置

職制上の段階、職務の級等に
よる加算措置

職制上の段階、職務の級等に
よる加算措置



 (3) 地域手当 本市は、該当しません。

（平成１８年４月１日現在）

千円

　円

％ 人 ％

２２年度の制度完成時

％ 人 ％

注　国の制度では、平成２２年度での完成を目指して、平成１８年度から支給率を段階的に引上げることとしています。

国の制度（支給率）支給対象職員数

支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率）

支給職員１人当たり平均支給年額（１７年度決算）

支給実績（１７年度決算）

支給対象地域

支給率支給対象地域



 (4) 特殊勤務手当（１８年４月１日現在）

千円

　円

 

※（　）内には選挙事務従事手当を除いた額を再掲しています。

深夜（午後10時から翌日の
午前５時までの間）に通信、
受付業務等の勤務に従事
した隔日勤務

１夜650円

1回260円

隔日勤務 1回4,300円

1選挙   市長が定める額

投票事務従事者

開票事務従事者

投票事務に従事 1選挙   市長が定める額

開票事務に従事

1回340円

午後５時から翌日午前８時
までの間又は暴風雪若しく
は大雪の気象状況下にお
いて行う除雪車による除雪
作業に従事

日額450円暴風雪除雪作業手当

14

収容取扱者

社会福祉業務手当 ケースワーカー

日額300円

日額220円

日額230円

庁外で市税その他の収入
金の徴収に従事

大型特殊自動車又は普通
自動車（車両総重量８トン
以上又は最大積載量５トン
以上のもので除雪装置を取
り付け除雪作業を行う者）の
運転に従事

自動車運転手

除雪作業従事者

家畜動物及び危険動物取
扱手当

市税その他の収入金徴収
業務手当

物件差押及び差押物件引
上げ業務手当

農林課、都市計画課職員

主な支給対象職員

職員全体に占める手当支給職員の割合（１７年度）

市税及び税外徴収従事者

手当の名称

日額300円

91,945

主な支給対象業務

危険動物取扱いに従事

市税の滞納による物件差押
及び差押物件引上げ業務

左記職員に対する支給単価

大型特殊自動車又は普通
自動車(除雪装置取付車で
除雪作業を行う者)運転業務
手当

１体2,900円

感染症患者の収容及び患
家の消毒に従事

行旅死亡人収容取扱いに
従事

１回300円

生活保護法に定める現業
事務に従事

月額5,500円

21.4

6,712

支給職員１人当たり平均支給年額（１７年度決算）

行旅死亡人収容取扱手
当

火災出動手当

救急業務等手当

深夜業務手当

消防法に定める救急業務
等に従事

消防職員

消防職員

消防職員

火災のため出動

感染症患者の収容及び患家
の消毒に従事する職員

防疫等作業手当

選挙開票事務従事手当

選挙投票事務従事手当

消防職員

隔日勤務手当

支給実績（１７年度決算）

税務課職員

手当の種類（手当数）



 (5) 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

(6) その他の手当（１８年４月１日現在）

円

円

円

円

円

円

円

国における
俸給の特別調整額と
管理職員特別勤務手
当に当たる

住宅所有者
国は新築・購入した日
から5年間まで2,500円
支給
借間
1室500円は国に無し。

33,432

120,564

41,492

国は1時間あたり、
給与額の135/100を
支給

4,830

7,233

100,625

5,228

11,651

217

支給職員１人当たり
平均支給年額
（１７年度決算）

同

との異同

千円

43,440

（１７年度決算）
支給実績

306,605

241,333

千円

千円

千円 145,991

千円

46,420

156

異なる内容
国の制度と

139

38,919

支給職員１人当たり平均支給年額（１６年度決算）

支給実績（１６年度決算）

国の制度
内容及び支給単価

異なる

同

千円

千円

異なる

通勤のため公共の交通
機関、自動車その他の交
通用具を使用し、自宅か
ら勤務箇所までの最短距
離が2ｋｍ以上ある職員に
支給（徒歩通勤は支給対
象外）

毎年11月から翌年３月まで
の各月の初日に在職する職
員に支給する。

Ｈ17より同

異なる

休日に正規の勤務時間中に
勤務することを命ぜられた職
員に支給。
1時間当たり、給与額の
125/100～150/100

正規の勤務時間として午後
10時から翌日の午前５時ま
での間に勤務する職員に支
給。
1時間当たり給与額の
25/100

寒 冷 地 手 当

扶 養 手 当

異なる

管理又は監督の地位の職の
うち市長の指定する職を占
める職員
部長　８％　　課長　５％

休日勤務手当

夜間勤務手当

次の扶養親族がいる職員に支給
する。
配　　　 偶 　　　者　　　13,000円
２人まで(配偶者扶養)　 6,000円
１人　(配偶者非扶養)　 6,500円
 〃　 　(配偶者なし)　　11,000円
そ　　　 の 　　　他　　　　5,000円
特 定 期 間 の 加 算　　5,000円

住 居 手 当

管 理 職 手 当

自ら居住ため住宅を借り受けて
いる、住宅を所有している、1室を
借り受けている職員に支給。
家賃23,000円以下
　　家賃額－12,000円
家賃23,000円超55,000円未満
　　(家賃額－23,000円)×1/2＋
11,000円
家賃55,000円以上
　　27,000円
住宅所有者
　　新築又は購入後5年経過する
まで8,800円。5年経過後7,300円
借間1室500円

支給職員１人当たり平均支給年額（１７年度決算）

支給実績（１７年度決算）

通 勤 手 当

40,389

手　当　名

国 芦別市
2km ～ 5km 2,000 2,700
5km ～ 10km 4,100 4,700
10km ～ 15km 6,500 7,700
15km ～ 20km 8,900 10,100
20km ～ 25km 11,300 12,500
25km ～ 30km 13,700 14,900
30km ～ 35km 16,100 17,300
35km ～ 40km 18,500 19,700
40km ～ 45km 20,900 22,100
45km ～ 50km 21,800 23,000
50km ～ 55km 22,700 23,900
55km ～ 60km 23,600 24,800
60km ～ 24,500 25,700

距離



５　特別職の報酬等の状況（１８年４月１日現在）

円 円／ 円

円

円 円／ 円

円

円 円／ 円

円

円 円／ 円

円

円 円／ 円

円

円 円／ 円

円

月分

月分

（注） １　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額です。

２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期

　　（４年＝４８月）勤めた場合における退職手当の見込額です。

( 792,000 )

( 646,000 )

-

報
酬

給
料

任期ごとに支給

　（支給時期）

（                ）

（                ）

（                ）

　　（１７年度支給割合）

712,000

613,000

助 役

（１期の手当額）

任期ごとに支給

630,000

315,000

336,000

385,000

-

455,800

495,800

（参考）類似団体における最高／最低額

280,000

220,000

500,000 200,000

550,000

　　（算定方式）

8,226,460円

15,131,424円

4.35

市 区 町 村長

議 員

522,000950,000

800,000

区 分 給 料 月 額 等

710,000

期
末
手
当

退
職
手
当

　　（１７年度支給割合）

議 長

市 区町 村長

助 役

議 員

副 議 長

議 長

収 入 役

市 区町 村長

4.35助 役

副 議 長

給料月額×3.355月×在職年数

給料月額×5.313月×在職年数



６　職員数の状況

　(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由

（各年４月１日現在）

（注）１　職員数は一般職に属する職員数を掲載しています。

　　　２　[     ]内は、条例定数の合計を掲載しています。

311

-23
合計

504

[　５５６　］

平成１７年

49

6 7

0

-1

-1 係の統廃合による減
欠員不補充-1

-12

[　５５６　］

係の統廃合による減
会計部門区分の変更

欠員不補充

主 な 増 減 理 由

14 0

欠員不補充

23 15 会計部門区分の変更、係新設による増

1

-17

徴収担当職員の増

0

-754

52

-1

0

農林水産

28

対前年
増減数

-2

-10

-1

-11

8

-1 事務の統廃合による減

下水道事業会計へ異動による減

0

欠員不補充、事務の民間委託

1

職 員 数

4

平成１８年

4

9

14一般行政部
門

21

27

11 12

527

水道

教育部門

205

61

1

16

総務

議会

土木

商工 9

労働

15

衛生
民生

20

199

47

計

小計

182病院

51

209

216

299

165

その他

交通

公
営
企
業
会
計
部
門

50消防部門

小　計

下水道

税務

　　　　　　　　区　　分

　部　　門

63
普

通

会

計

部

門



(2) 年齢別職員構成の状況（１８年４月１日現在）

(3) 定員管理の数値目標及び進捗状況

 ①　平成１７年４月１日～平成２２年４月１日現在における定員の数値目標

人 人 人 ％

※　普通会計職員で教育長を含めています。

（参考）芦別市における定員管理の数値目標（数・率）

上記参考値は、国と同時期に定員管理計画をはじめた場合の数です。

芦別市では、国より１年早く定員管理計画の見直しを行っており、その計画は次のとおりです。

純減率

△52人 △16.1％

終　　期

平成16年4月1日 平成26年3月31日

純減数
始　　期

39歳

人

35歳

～ ～

人

47歳

40歳

43歳

計

人

59歳

～

51歳

人人

区　分

未満

20歳 20歳

23歳

25 526

～～ ～

以上

24歳 28歳

～

44歳 52歳48歳

～～～

人

55歳

56歳 60歳

人 人

39 260 61 445157 43

人

32歳 36歳

人人

計画期間

27歳

0

人

47 97

数値目標

271人

271人

人

31歳

職員数

数値目標
終　　期

平成27年3月31日

純減率純減数
職員数 職員数

平成18年4月1日 平成22年4月1日

△4.5311 297 14

計画期間

始　　期

平成17年4月1日

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

20

構成比

５年前の構成
比

%
（例）



③　定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要

（各年４月１日現在）

（注） １　計画期間は、１７年～２２年の５年間です。

２　（　％）内の数値は、数値目標に対する進歩率を示します。

３　増減は、各年の欄にあっては退前年比の職員増減数を、計の欄にあっては計画１年目以降現年までの

　職員増減数の類型を示します。

４　教育及び計には、教育長を含みます。

３　年　目

平成１９年 平成２０年 17年～19年

△ 24

－

50－

数値目標

50

計

187

0

△ 6△ 3

194 185191

△ 1

職員数 216 205

195

増　減

52 51

△ 1

50

△ 1

0 1 0

219 220 224 232

0

50 － 5150 50

515 517514

0

50 50

0

1 164 8

増　減 △ 23 △ 109 21 1

公営企業
等  会  計 増　減

計
職員数 527 504 513

14△ 11

△ 1

209 199

２　年　目

平成１７年 平成１８年 （参考）

－ 520

－ 232

△ 2

0

　　　　　　　　　区
分

部 門

平成２１年 平成２２年

４　年　目 ５　年　目

増　減

計画始期 １　年　目

△ 10

職員数
一般行政

職員数

増　減

△ 4

職員数 50 49 49
消防

教育


